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※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 

COVID-19に係る首相官邸への寄附に対する税制優遇措置の追加延長 

2022 年 7 月 18 日に発出されたタイ国勅令第 751 号（2022 年 4 月 26 日のタイ

国勅令案に対する閣議決定を受けたもの）により、個人、法人及び法制上のパ

ートナーシップが新型コロナウイルス感染症（以下「COVID-19」）対策支援の

ために電子寄附システムを通じて行う首相官邸への寄附に関し、所得控除と

VAT 免除のさらなる延長が認められます。本勅令では、金銭と資産の寄附に関

しては所得控除と VAT免除の両方が規定されていますが、棚卸資産の寄附の場

合には VAT 免除のみが規定されています。従来、所得控除と VAT 免除は 2022

年 3月 5日までに行われた寄附に対して一定の条件の下で適用されていました

が、タイ歳入局長官が定める規則、手続及び条件に従い、2022年 3月 6日から

2023年 12月 31日までに行われる寄附に対して遡及的に延長適用されます。 

 

COVID-19抗原検査キット購入に係る法人所得税法上の追加控除の延長 

2022 年 7 月 18 日に発出されたタイ国勅令第 752 号（2022 年 4 月 26 日のタイ

国勅令案に対する閣議決定を受けたもの）により、法人又は法制上のパートナ

ーシップが従業員や職員のために COVID-19 抗原検査キットを購入した費用に

ついて、法人所得税法上の 50%追加控除（合計で 150％の控除）が可能となり

ます。この追加控除は、従来は 2022年 3月 31日までに行われた購入に適用さ

れていましたが、勅令第 752 号により、2022 年 4 月 1 日から 2022 年 12 月 31

日までに行われる購入に遡及的に延長適用されます。 

 

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/th/Documents/tax/th-tax-newsletter-aug-2022-en.pdf
https://www2.deloitte.com/th/en.html


買戻し条件下での REITへの資産売却に対する免税措置 

2022 年 7 月 18 日に発出されたタイ国勅令第 753 号（2022 年 5 月 10 日のタイ

国勅令案に対する閣議決定を受けたもの）は、法人又は法制上のパートナーシ

ップが不動産投資信託（以下「REIT」）の受託者に対して行う、買戻し条件

（すなわち法人や法制上のパートナーシップが事後的に資産を買い戻すことに

同意したアレンジメント）下での資産の一定の売却に関して、法人所得税、

VAT、特定事業税及び印紙税の免除を規定しています。勅令はまた、関連する

売戻し取引に関して、REIT 受託者に対する VAT、特定事業税及び印紙税の免除

を規定しています。この免除措置の目的は、COVID-19の流行による景気後退を

踏まえ、企業が流動性を高めることを可能にすることにあります。本勅令は

2022年 7月 19日（官報公告日の翌日）に発効しています。 

免税措置の適用を受けるには、下記条件を満たす必要があります。 

• 資産の売却は、資本市場監督委員会の規則で定められた要件及び条件に従

うこと 

• 法人又は法制上のパートナーシップは、本勅令の発効後 2 年以内に、資産

買戻しの合意の下で REIT受託者に資産を売却しなければならない 

• REIT 受託者は、資産の購入日から 5 年以内に、当該資産を法人又は法制上

のパートナーシップに売戻ししなければならない 

買戻し条件下での資産の売却は、タイ歳入局長官によって定められた規則、手

続及び条件に従わなければなりません。 

 

医療財団への寄附を促進するための税制優遇措置 

2022 年 7 月 18 日に発行されたタイ国勅令第 754 号（2022 年 4 月 26 日のタイ

国勅令案に対する閣議決定を受けたもの）は、プラモンクットクラオ病院財

団、熱帯医学病院財団、シリラジ病院癌財団、ラジャビティ病院財団、ソムデ

ジ・プラ・ピンクラオ財団又はシリキット女王病院財団に対して行われた公衆

衛生支援のための寄附（現金又は物品）で、電子寄附（e-Donation）システム

を通じて 2022 年 4 月 26 日から 2022 年 12 月 31 日までに行われたものに関し

て、個人、法人及び法制上のパートナーシップに対する 100%の追加所得控除

（合計で 200%の所得控除）を規定しています。 

また本勅令は、当該寄附に係る資産の譲渡や商品の販売から生じる所得又は文

書の締結に関して、タイ歳入局長官が定める規則、手続及び条件に従い、個

人、法人及び法制上のパートナーシップに対する所得税、VAT、特定事業税及

び印紙税の免除を規定しています。 

 

COVID-19 の診断又は治療に使用される医薬品、医療用品及び医療機器

の輸入に対する税制優遇措置の延長 

2022 年 7 月 18 日に発行されたタイ国勅令第 755 号（2022 年 4 月 26 日のタイ

国勅令案に対する閣議決定を受けたもの）は、COVID-19の診断や治療に使用す

る医薬品、医療用品及び医療機器で、慈善目的で適格団体に寄附されるものの

輸入に関して、VAT 免除の遡及延長を規定しています。本勅令はまた、このよ

うな寄附に関し、法人及び法制上のパートナーシップに対する法人所得税法上

の控除と VAT免除の遡及延長も規定しています。税制優遇措置の期間は従来の

期限である 2022年 3月 31日から 1年 9カ月延長され、タイ歳入局長官が定め



る規則、手続及び条件に従って、2022年 4月 1日から 2023年 12月 31日まで

に行われる輸入及び寄附に優遇措置が適用されます。 

 

SEZで提供される税制優遇措置に係る適格性判定基準 

2022 年 7 月 11 日に発行され、同日に発効された所得税に関するタイ歳入局長

官通達（第 426号）では、2021年 11月 7日付の勅令（第 731 号）に基づき、

特別経済開発区（以下「SEZ」）に関連して提供される個人所得税及び法人所

得税法上の一定の優遇措置に係る適格性判定の基準が規定されています。 

勅令第 731 号は、一定の税制優遇措置を 2023 年 12 月 31 日まで延長すること

を規定しています。勅令第 731 号に基づき、SEZ に事業所を置く法人又は法制

上のパートナーシップから給与所得を得る適格個人は、当該給与所得につい

て、通常の税額計算に含めることなく、3%の税率で個人所得税を支払うこと

を選択することができます。通達第 426 号は、そのような給与所得に関する個

人所得税率及び源泉徴収税率の軽減に係る適格性判定の基準を規定していま

す。その個人が「高度技能従業員」と「専門家」のどちらに該当するかに応じ

て以下の要件を満たす必要があります。 

• 高度技能従業員の場合、学士号、高等職業資格、技術資格又はそれ以上の

資格を取得し、技能開発促進法 仏歴 2545 年に基づく各特定分野の国家技

能標準試験（2級）で資格を取得しなければならなりません。さらに、5年

以上の実務経験を有し、雇用主が発行する証明書により確認されることが

必要となります 

• 専門家の場合は、学士号以上の学位を取得していること、8 年以上の実務

経験があることが必要で、雇用主が発行する証明書により確認されること

が必要となります 

税制優遇措置を受けようとする従業員を雇用する事業体は、従業員への給与等

の支払に軽減税率を適用する前に、その従業員の氏名を事業所所在地の歳入局

に提供するための報告書を作成する必要があります。この報告書には、少なく

とも、通達第 426 号に添付されたテンプレートで指定されている項目や記述が

含まれていなければなりません。報告書とその基礎資料は、査定官による査閲

のため、事業所で保管されている必要があります。 

また勅令第 731 号は、SEZ に事業所のない法人又は法制上のパートナーシップ

が、株式又はパートナーシップ持分への投資 （増資又は事業体の設立）及び

SEZ に事業所を持つ法人又は法制上のパートナーシップ設立のための投資に係

る支出について、200%の追加控除（合計で 300%の控除）を申請できる旨を規

定しています。通達第 426 号は、追加控除の対象者の判定基準を下記のように

定めています。 

• 法人又は法制上のパートナーシップは、当該投資を行う前に、SEZ 内で少

なくとも 1年間事業を行っていないこと 

• 法人又は法制上のパートナーシップは、一定の場合を除き、SEZ で操業す

る会社の株式を売却又は譲渡してはならない  
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